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品川区福祉オンブズマン制度導入に関する内容の検討について

１．報告事項
（１）オンブズマン制度の説明
オンブズマン制度は、19世紀初めにスウェーデンにおいて初めて設置された制度で、高い識見と権威を備えた第三者（オンブズマン）が、国民の行政に対する苦情を受け付け、中立的な立場からその原因を究明し、是正措置を勧告することにより、簡易迅速に問題を解決するもの。第2次世界大戦後、ヨーロッパを始め世界各国に設立され、行政苦情救済の仕組みとして、広く普及した（引用：総務省ホームページ）。

（２）公的制度としてのオンブズマン制度の説明
公的制度としてのオンブズマン制度を導入する目的は、区民（市民）の権利擁護のため、独立した第三者が苦情の解決に関わることで、行政のサービス、福祉サービス等の事案に対して深い関与をすることにより、問題解決を図ることにある。

【他の自治体での導入事例】
①市の業務等に関する苦情を対象とする一般オンブズマン制度（例：国立市）
②福祉サービス利用者の苦情等を対象とする福祉オンブズマン制度（例：大田区）
③保健福祉に関するサービスを対象とする保健福祉サービス苦情調整委員制度（例：目黒区）
④子どもの権利と男女平等にかかわる人権の侵害を対象とする人権オンブズパーソン制度（例：川崎市）

これらの例以外にも各自治体で様々な公的オンブズマン制度が導入されている。なお、オンブズマンの名称が、オンブズパーソン・苦情調整委員等の名称により用いられている例があるが、これらも含めて公的オンブズマン制度として運営されている。









（３）品川区の制度検討の経緯の説明
社会福祉法人全国社会福祉協議会が公表している令和６年度都道府県運営適正化委員会に寄せられている全国の苦情受付件数は、2014年度に3,891件だったものが2024年度には5,491件に増加しており、増加傾向であることが確認できる。
この5,491件の内訳は、障害者分野3,158件（57.5％）、高齢者分野999件（18.2％）、児童分野854件（15.6％）、その他480件（8.7％）となっており、障害者・高齢者の分野での苦情が多いことが確認できる。
品川区においては、障害者・高齢者向けの施設の開設や誘致等の取り組みを行なっており、サービス提供量を増やすとともに、サービスの質を担保するために必要な取り組みについても検討することとした。
そこで、隣接する目黒区や大田区等で導入済であるオンブズマン制度を参考に、令和８年度の１年間を検討期間とし、令和９年１０月の制度の開始に向け、延べ３回の検討委員会を行なうこととした。

（４）区が公的制度としてオンブズマン制度を運営する上での法律上の根拠
地方自治法を設置根拠とし、区長の附属機関として、調停、審査、諮問又は調査のための機関として制度の運営を行なう。

●地方自治法
〔委員会・委員及び附属機関の設置〕
第百三十八条の四　普通地方公共団体にその執行機関として普通地方公共団体の長の外、法律の定めるところにより、委員会又は委員を置く。
③　普通地方公共団体は、法律又は条例の定めるところにより、執行機関の附属機関として自治紛争処理委員、審査会、審議会、調査会その他の調停、審査、諮問又は調査のための機関を置くことができる。ただし、政令で定める執行機関については、この限りでない。

（５）制度導入スケジュールについて
制度の導入については、福祉・法律の専門家の意見を聞きながら以下のスケジュールで検討する。区民意見公募手続（パブリックコメント）についても予定しており、制度の案を公表し、区民からの意見を募集する。区民意見公募手続（パブリックコメント）で寄せられた意見については、参考とさせていただくとともに区の考え方を公表した上で条例を制定する。

令和８年７月　　　　　　　　第１回　制度導入検討委員会
令和８年９月（予定） 　　　 第２回　制度導入検討委員会
令和８年11月（予定）　　　 区民意見公募手続（パブリックコメント）
令和９年１月（予定）　　　  第３回　制度導入検討委員会
令和９年４月～９月（予定）　条例制定、事務局準備・制度周知
令和９年10月（予定）　　　 制度開始
２．協議事項
今後、条例の制定に向けて福祉オンブズマン制度の構築を行なうため、以下について協議する。
※四角の囲みを単位として事務局案を説明し、ご意見をいただきます。

（１）対象サービス等に関すること
高齢者、障害者、障害児に関係する区やサービス事業者の対応を対象とすることについて、以下のとおり対象者の範囲についての案を作成した。
①高齢者の範囲
「高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律」によれば、６５歳以上を高齢者として定義している。一方、介護保険の介護サービス対象は、第１号被保険者が６５歳以上の方、第２号被保険者が４０歳から６４歳までの方となっている。
品川区福祉オンブズマン制度の運用にあたっては、６５歳以上の区民を対象とするとともに、第２号被保険者も含めて介護保険サービスを利用している区民も対象としたい。この場合、４０歳の方も対象となることから、高齢者という表現にはなじまない面もあるが、統計上、介護保険に関することとして集計することで対応したい。

②障害者の範囲
「障害者基本法」によれば、身体障害、知的障害、精神障害（発達障害を含む。）その他の心身の機能の障害がある者であつて、障害及び社会的障壁により継続的に日常生活又は社会生活に相当な制限を受ける状態にあるものを障害者と定義している。
品川区福祉オンブズマン制度の運用にあたっては、手帳の有無や障害支援区分の有無を問わず、障害者基本法に定める障害者に相当する者を全て対象とすることで対応したい。

③障害児の範囲
「児童福祉法」によれば、児童とは、満十八歳に満たない者をいい、障害児とは、身体に障害のある児童、知的障害のある児童、精神に障害のある児童（発達障害児を含む。）又は治療方法が確立していない疾病その他の特殊の疾病であつて障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第四条第一項の政令で定めるものによる障害の程度が同項の主務大臣が定める程度である児童をいうと定義している。
品川区福祉オンブズマン制度の運用にあたっては、手帳の有無を問わず、児童福祉法に定める障害児に相当する者を全て対象とすることで対応したい。

上記①～③の対象者の案について、範囲として妥当なものであるのかご意見をお聞きしたい。



④対象となるサービスや対応についての例
ア．通所（デイサービス）施設や入所施設で発生した苦情
イ．区（障害者支援課、高齢者福祉課等）で発生した対応に係る苦情
例１～４は、老人福祉法、介護保険法、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律、児童福祉法等の法律に基づいて運営している入所施設や通所施設で行われるサービス（サービスを利用として行われた手続きも含む）に関係して発生した苦情である。
これらの例のようにサービスの提供、取消し、拒否および契約に関する事項を対象とし、事実確認をした上で、必要に応じて運営の改善を促すことを品川区福祉オンブズマンの対応範囲としたいと考えている。
例５～８のように、行政が行なう事務（相談の対応、手帳や手当等の申請のやりとり、区が事実確認の調査にいかなければならないのに動かない等）についても、品川区福祉オンブズマンの対応範囲としたいと考えている。
これらの対応範囲が妥当なものであるのか、ご意見をいただきたい。

例１　生活介護に通っているが、自分の担当職員が自分の介護を満足にしてくれず、他の利用者の介護ばかりしており、不満である。
例２　放課後等デイサービスを利用しており、子が他害行為を行なった結果、他の児童を骨折させてしまった。事業所から契約の解除を伝えられたが、この契約の解除に応じなければならないのか。
例３　グループホームで生活しており、利用者Ｂさんが職員のいないところで、自分のことをからかうことがあり、心が落ち着かない。このことを職員に相談しても証拠がないことを理由に対応してくれない。
例４　特別養護老人ホームに入所している。２カ月の間、シーツの交換が行われていなく、衛生的に不安がある。
例５　放課後等デイサービスの利用を検討しており、自分の子にあう施設を紹介して欲しいと障害者支援課窓口で相談したところ、断られてしまった。区は自分の子にあうサービスを探してくれないのか。
例６　手当の申請の件で障害者支援課窓口に来所した。早口で話をされると理解ができないので、ゆっくり話をして欲しいと窓口で申し出たにも関わらず、早口で説明され、自分が理解したかも確認せず、一方的に説明をされた。これ以上窓口にいても辛くなるだけなので、帰ることにした。結局、自分は何をしたらいいかわからず、途方に暮れて困っている。
例７　特別養護老人ホームの申込をしているが、一向に入所まで至らない。家族ではこれ以上の介護は困難であるため、一日も早く入所させたい。区の事務処理が停滞している可能性がないのか。
例８　介護に疲れて同居している親に暴力をふるってしまったところ、区が親を自宅ではない別の施設に入れてしまった。暴力をふるってしまったことは反省しているので、父を自宅に帰して欲しいと高齢者福祉課に申し出たが、対応してくれない。家族の問題に区が介入するのは納得がいかない。
（２） 対象期間および申立人の検討に関すること
関係者への聞き取りを行う場合があるため、期間の経過により、記憶が曖昧になることもあると考えている。対象期間となる範囲としては、苦情が発生した日より１年以内のものとすることで対応したいと考えている。対象期間の範囲が妥当なものであるのか、ご意見をいただきたい。

サービス利用者（サービスを利用しようとする者も含む）の中には、自身で意思を伝えることが困難である方も含まれていることから、以下のとおり本人以外の関係者を含めることで対応したいと考えている。本人以外の関係者の範囲が妥当なものであるのか、ご意見をいただきたい。

①本人は区民とする（福祉サービスを利用しようとする者や申立日の１年以内に福祉サービスを利用していた者を含む）
※区民で区外サービスを利用する人を含む。
②区民の親権者または後見人
③区民の配偶者（婚姻の届出をしないが、事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含む。）または３親等内の親族
④区民と同居している者
⑤区民の支援に関係が深い者
⑥①から⑤の者から苦情等の申立てを依頼された者




















（３）除外対象の検討に関すること
品川区福祉オンブズマンの対応については、サービスの質を担保するために行なうサービスの相手方に対する運営改善を促す取組であるため、以下の事項については、除外することで対応したいと考えている。除外対象の範囲が妥当なものであるのか、ご意見をいただきたい。

①裁判所において係争中の事項または判決等のあった事項（理由：品川区福祉オンブズマンとしての責任の範囲を超えるため）
②行政不服審査法その他の法令により審査請求を行なっている事項または審査請求に対する裁決等のあった事項（理由：品川区福祉オンブズマンとしての責任の範囲を超えるため）
③品川区福祉オンブズマンの行為に関する事項（理由：品川区福祉オンブズマン事務局が対応するべきであるため）
④苦情等の申立ての原因となった事実について本人が利害を有しない事項（理由：申立ての利益がないため）
⑤虚偽の申立てまたは明らかに理由がない申立てと認められる事項（理由：申立ての利益がないため）
⑥①から⑤の事項以外にも品川区福祉オンブズマンの調査や対応が困難と認められる事項





















（４）既存事業や制度との役割分担に関すること
①現状（説明）
ア．苦情対応窓口について
品川区内の社会福祉法人が運営する施設や事業所においては、苦情受付担当者や苦情解決責任者以外に、苦情解決第三者委員として、専門家、弁護士、民生委員の方等の社会福祉法人以外の方に相談できる窓口を開設している例が多い。
※　第三者への相談窓口の設置については、義務ではないため、社会福祉法人以外のその他の運営主体については、品川区内における第三者への相談窓口の設置状況については不明である。
施設や事業所と独立した苦情対応窓口としては、区（障害者支援課や高齢者福祉課の支援に関係する担当）や東京都社会福祉協議会に設置された福祉サービス運営適正化委員会がある。

イ．既存の苦情対応窓口の課題について
区の窓口が苦情解決窓口として掲載されているものの、区の既存の窓口だと事業者の対応について、法律や国からの通知に反する対応が確認された場合の対応が主であることや、苦情対応選任で職員が配置されているわけではないため、機動的な対応が困難である。一方、東京都社会福祉協議会に設置された福祉サービス運営適正化委員会については、福祉関係各法に基づいて設置された福祉サービスが対象となるものの、介護保険サービスは別の機関が優先的に対応する（区の介護保険担当課、東京都国民健康保険連合会介護福祉部）等、既存の窓口対応可能な範囲がわかりにくい。

②今後の役割分担の案（協議事項）
既存の苦情対応機関の役割はそのまま維持しつつ、追加で対応可能な機関として設置する。また、既存の苦情対応機関がなくなることや置き換わることではないため、混乱を生じさせないよう、以下のとおり対応する窓口の考え方を整理した。

・品川区福祉オンブズマンに直接相談したいという希望である場合は、直接相談するのが最善であるが、苦情者が何を望んでいるのかによって、第一の相談窓口が異なる。
・施設になるべく近い立場の人に相談したいという趣旨である場合は、施設を運営
する法人の苦情受付担当者に相談するのが最善と考えている。
・品川区福祉オンブズマンの対応範囲としては、施設を運営する法人の苦情受付
担当者に相談しても対応がない場合等が考えられる。
・事業所の対応が法律や国からの通知に反するものと疑われる場合は、行政機関
（都、区）に直接相談するのが最善と考えている。品川区福祉オンブズマンの対応
範囲としては、区に相談したにも関わらず、応答がない場合等が考えられる。

これらの考え方や制度の普及を進める上でのポイント、不足する事項について、ご意見をいただきたい。
（５）受付や窓口の検討に関すること
制度開始時に品川区福祉オンブズマンが窓口に常駐するのは、週に１回半日程度からスタートすることを案として考えている。窓口配置時間として妥当であるのかご意見をいただきたい。あわせて制度開始時に予約制を導入するべきか、ご意見をいただきたい。
窓口に品川区福祉オンブズマンがいない場合の対応も含めて対応を検討する必要がある。窓口に品川区福祉オンブズマンが不在の場合は、品川区福祉オンブズマン事務局（福祉計画課）で対応することを検討している。以下に受付の流れの案を作成したので、ご意見をいただきたい。
【受付の流れの案】
①品川区福祉オンブズマンへの苦情申立書を区のホームページ、区役所で取得し、内容を記入する。
②苦情申立書を品川区福祉オンブズマン事務局（福祉計画課）に提出する（電子、窓口、郵送）。
※窓口に品川区福祉オンブズマンがいる場合は、直接苦情申立書を提出
③提出された苦情申立書について、品川区福祉オンブズマン事務局（福祉計画課）にて内容を確認する。苦情の申立ての除外事由に該当する場合は、除外事由に該当する旨を伝えて、品川区福祉オンブズマンへの送付は行わないものとする。除外事由に該当するが、他に適切な窓口がある場合は、引継ぎまたは紹介を行う。
※窓口に品川区福祉オンブズマンがいる場合は、この対応を品川区福祉オンブズ
マンが行なう。
④品川区福祉オンブズマン事務局（福祉計画課）から品川区福祉オンブズマンに苦情申立書を送付する。
※苦情申立書を品川区福祉オンブズマンが受領した場合は、④の処理は不要。
⑤品川区福祉オンブズマンは、苦情申立書の内容を確認し、調査を開始する。調査を開始するにあたり、個人情報を閲覧することについて同意を取得する。この時に品川区福祉オンブズマンから苦情申立人に、相談の趣旨を確認し、調査によらず、本人の希望により適切な窓口への引継ぎや紹介を行う場合がある。苦情申立書が品川区福祉オンブズマンに到達してから４５日以内に結果を知らせることを想定している。
⑥品川区福祉オンブズマンは、福祉サービスを提供する事業所や区に事実確認を行う。必要に応じて法律や国からの通知等の制度に関することを調査する。調査を進めていく過程において、苦情の原因が軽微で相手方の理解を得られるものであれば、苦情の解決が可能である場合が考えられる。この場合は、関係者と苦情の解決を行ない、以下の⑦には進まず、苦情の解決により対応を終了する。
⑦調査の結果、品川区福祉オンブズマンから、品川区福祉オンブズマン事務局（福祉計画課）経由で相手に対して改善を促す勧告や申し入れ等を行なう。



（６）窓口の場所の検討について
本庁舎３階にある障害者支援課や高齢者福祉課とは距離を置いた場所で相談したいというニーズが想定できる一方、相談の内容によっては、方向整理のみが必要である場合も想定できるため、複数案を提案する。相談者の利便性を優先して障害者支援課や高齢者福祉課と距離的に近い場所に窓口を設置するべきかご意見をいただきたい。

案１．福祉部内（本庁舎３階）に窓口スペースを設ける。
案２．区役所内（例：第三庁舎３階、区民相談室に間借りする）に窓口スペースを
設ける。
案３．区役所外に会議室を借りて窓口スペースを設ける。

（７）求められる人材に関すること
品川区福祉オンブズマンは、非常勤の特別職の公務員として、区長が任用する予定である。特別職の公務員には、兼業禁止の制限がないため、現在別の職業に従事している方がその業務を続けながら、品川区福祉オンブズマンに従事することが可能である。
また、品川区福祉オンブズマンの就任については、行政機関（品川区も含む）が実施する各種協議会や選定委員会の委員の他、各種の団体に所属しての活動を制限するものではないため、それらの委員等の就任や活動についても行なうことができる。
品川区福祉オンブズマンには、専門的な知見と苦情申立者の意思をくみ取ることができる理解力が必要と考えている。専門的な知見を確認する方法としては、職業やキャリアにより確認ができると考えている。
理解力の確認としては、日常において、障害児者や高齢者、またはその家族と接してきた経験が多いことや、ご自身の障害により、相手の気持ちが理解できる環境に置かれていることをもって確認ができると考えている。
これらの能力を有する倫理観とバランス感覚のある方が人材として適任であると考えているが、その他に考慮するべき事項があれば、ご意見をいただきたい。
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